
 入  札  公  告 （電子入札） 

 

 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第167条の６の規定に基づき、

一般競争入札について次のとおり公告する。 

  

  令和７年８月22日 

茨城県警察本部長  滝澤 幹滋 

 

１ 担当部局 

  〒310-8550  茨城県水戸市笠原町978番６ 

  茨城県警察本部警務部装備施設課 管財係 

  電話 029-301-0110(内線)2293 

FAX  029-301-0917 

mail  keikanzai@pref.ibaraki.lg.jp 

 

２ 入札対象工事 

 (1) 工事名     K01-2025020  

           古河警察署付属棟新築工事 

 (2) 工事場所    茨城県古河市西牛谷143街区1画地、145街区1画地    

 (3) 工事概要    建築一式工事（警察署庁舎建設に伴う付属棟新築工事） 

           東側車庫・倉庫棟 鉄骨造２階（延床面積864.24㎡） 

            西側車庫棟 鉄骨造１階（延床面積400.00㎡） 

(4) 工  期      240日間 

          （想定工期：令和８年２月２日から令和８年10月７日まで） 

           ※5/3～5/6及び8/13～8/16の８日間を除く 

 

３  競争参加資格（特定建設工事共同企業体（以下「特定ＪＶ」という。の結成要件） 

    本工事の入札に参加する者に必要な資格は、次のとおりである。 

  次に掲げる要件を全て満たしていること。 

(1) 本工事の施工を目的として２者により結成された特定ＪＶとして、入札参加資格の決定を受け、 

令和７・８年度茨城県建設工事入札参加資格者名簿に登載されている者であること。 

 (2) 構成員の出資比率は、下限30％以上であり、代表構成員の出資比率は構成員中最大であること。 

 (3) 経常建設共同企業体が構成員となる結成ではないこと。 

 (4) 特定ＪＶの全ての構成員に必要な資格は、次のとおりである｡  

  ア 地方自治法施行令第167条の４第１項の規定に該当していない者及び同条第２項の規定に基

づく茨城県の入札参加の制限を受けていない者であること。 

   イ 茨城県建設工事入札参加資格審査要項（平成７年茨城県告示第473号）に基づき、令和７・

８年度茨城県建設工事入札参加資格の認定を受けている者であること。 

   ウ 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（以

下「更生会社」という。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の

申立てがなされている者（以下「再生会社」という。）でないこと（再生計画の認可決定後又

は再生計画の認可決定が確定した後に茨城県知事が一般競争入札参加資格の再認定をした者を

除く。）。 

    エ 入札に参加しようとする者が、競争参加資格の確認の申請を行う日から開札予定日までの期

間において、茨城県建設工事等請負業者指名停止等措置要領に基づく指名停止措置を受けてい

ないこと。 



   オ 対象工事に係る設計業務等の受託者又は受託者と資本若しくは人事面において関連がある者

でないこと。 

カ 建築一式工事について、特定建設業の許可を受けていること。 

キ 建築一式工事について、契約締結日から１年７月以内の審査基準日の経営事項審査（建設業

法第27条の23第１項に定めるものをいう。）を受けている者であること。 

ク  次のいずれにも該当しない者であること。（入札説明書末尾の誓約書については、他の申請

書類とともに、申請時に提出すること。） 

    (ｱ) 役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、その他の団体 

にあっては法人の役員と同様の責任を有する代表者及び理事等、個人にあってはその者及び支

店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）に暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成３年法律第77号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員(以

下「暴力団員」という。)又は暴力団員ではないが暴対法第２条第２号に規定する暴力団(以下

「暴力団」という。)と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として暴力的不法行為等を行

う者(以下「暴力団関係者」という。)がいる法人等（法人又は団体若しくは 個人をいう。以

下同じ。） 

(ｲ) 暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）がその経営又は運営に実質的に 

関与している法人等 

   (ｳ) 役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運 

営に実質的に関与している法人等を利用するなどしている法人等 

   (ｴ) 役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に実 

質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど暴力団の維持

運営に協力し、又は関与している法人等 

   (ｵ) 役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している 

法人等 

     (ｶ) 役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りながら、これ

を利用するなどしている法人等 

     (ｷ) 茨城県暴力団排除条例（平成22年茨城県条例第36号）第２条１号から同条第３号に規定

する者 

  ケ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）に基づく処

分の対象となっている団体及びその構成員でないこと。 

コ 健康保険、厚生年金保険及び雇用保険（以下「社会保険等」という。）の加入について、次の

いずれかを満たす者であること。 

   (ｱ) 最新の経営事項審査（建設業法第27条の23第１項に定めるものをいう。）において、社

会保険等の加入状況が「有」又は「適用除外」となっていること。この場合は、競争参加資

格確認申請書を提出するときに、あわせて最新の経営事項審査に係る結果通知書を提出する

こと。 

   (ｲ) 上記アが「無」の場合にあっては、競争参加資格確認の申請日までに、社会保険等に加入

していること。この場合は、競争参加資格確認申請書を提出するときに、あわせて当該事実

を証明する書類を提出すること。 

 (5)  代表構成員は、次の基準を満たす者であること。 

  ア 建築一式工事について、令和７・８年度茨城県建設工事入札参加資格者名簿に登載された格

付けが、Ｓ等級であること。 

    イ 次に掲げる基準を満たす監理技術者又は主任技術者（以下「配置予定技術者」という。）を

対象工事現場に専任で配置できること。 

   (ｱ) １級建築施工管理技士若しくは１級建築士又はこれと同等以上の能力を有する者として国

土交通大臣が認定した者であること。 



   (ｲ) 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証を有し、監理技術者講習を終了している者で

あること。 

  (ｳ) 代表構成員と直接的かつ恒常的な雇用関係があり、競争参加資格確認申請のあった日以前

に３月以上の雇用関係がある者であること。 

 (ｴ) 競争参加資格確認申請時に、建設業許可における営業所の専任技術者でないこと。 

  (ｵ) 競争参加資格確認申請時に、建設業許可における建設業法施行規則第７条第１号に規定す

る常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者等（以下、「経営業務の管理責任者等」

という。）でないこと。 

     (ｶ) 現在他工事に配置されている主任（監理）技術者にあっては、工期の始期日から配置でき、

かつ本工事の着手日において専任で配置できること。 

     (ｷ)  本工事における配置予定技術者を申請時点で１人に特定できない場合は、複数（３名ま

で）の者を配置予定技術者とすることができる。この場合、競争参加資格確認資料は、全て

の配置予定技術者について提出するものとする。なお、落札者は契約時に１名を選択するも

のとする。 

    ウ 茨城県内に建設業法に基づく主たる営業所（本店）があること。 

 (6)  代表構成員以外の構成員は、次の基準を満たす者であること。 

  ア 建築一式工事について、令和７・８年度茨城県建設工事入札参加資格者名簿に登載された格

付けが、Ｓ又はＡ等級であること。 

  イ 次に掲げる基準を満たす監理技術者又は主任技術者を対象工事現場に専任で配置できるこ

と。 

   (ｱ) １級建築施工管理技士若しくは一級建築士又はこれと同等以上の能力を有する者として国

土交通大臣が認定した者であること。 

   (ｲ) 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証を有し、監理技術者講習を終了している者で

あること。 

     (ｳ) 代表構成員以外の構成員と直接的かつ恒常的な雇用関係があり、競争参加資格確認申請の

あった日以前に３月以上の雇用関係がある者であること。 

     (ｴ) 競争参加資格確認申請時に、建設業許可における営業所の専任技術者でないこと。 

     (ｵ) 競争参加資格確認申請時に、建設業許可における経営業務の管理責任者等でないこと。 

     (ｶ) 現在他工事に配置されている主任（監理）技術者にあっては、工期の始期日から配置でき、

かつ本工事の着手日において専任で配置できること。 

   (ｷ) 本工事における配置予定技術者を申請時点で１人に特定できない場合は、複数（３名まで）

の者を配置予定技術者とすることができる。この場合、競争参加資格確認資料は、全ての配

置予定技術者について提出するものとする。なお、落札者は契約時に１名を選択するものと

する。 

     ウ  茨城県内に建設業法に基づく主たる営業所（本店）があること。 

 

４  資料の提出、入札及び届出の方法 

  この工事は、資料の提出、入札及び届出を電子入札システムにより行う対象工事である。 

  電子入札システム URL：http://ppi.cals-ibaraki.lg.jp/nyusatsu.html 

  なお、電子入札システムによりがたいものは、担当部局の承諾を得て郵送（書留郵便に限る。）

又は電子メール（画像ファイル）による入札方式（以下「紙入札方式」という。）とすることがで

きる。紙入札方式の承諾に関しては、１の担当部局に承諾願を提出するものとする。 

 

５ 入札説明書の閲覧期間及び場所 

 (1) 入札情報サービス 

  ア 期間  令和７年８月22日から令和７年９月５日まで 



  イ URL：http://ppi.cals-ibaraki.lg.jp/ppi.html 

 (2)  茨城県公共工事入札情報 

  ア 期間  令和７年８月22日から令和７年９月５日まで 

         （茨城県の休日を定める条例（平成元年茨城県条例第７号）第１条に規定       

する県の休日（以下「休日」という。）を除く。） 

       いずれの日も午前９時から午後４時まで（正午から午後１時までを除く。） 

  イ 場所 茨城県警察本部警務部装備施設課、古河警察署及び公共事業情報センター 

 

６ 競争参加資格の確認等 

 (1) この工事の入札参加を希望する者は、あらかじめ競争参加資格確認申請書（以下「申 請書等」

という。）、競争参加資格確認資料（以下「資料」という。）及び競争参加資格の裏付資料（以

下「裏付資料」という。）を次により提出しなければならない。 

  ア  申請書等の受付日時 

    (ｱ) 電子入札システム 

     令和７年９月８日～令和７年９月10日（休日を除く。）必着 

     いずれの日も午前９時から午後５時まで 

    (ｲ) 郵送等（紙入札方式の場合。１の担当部局の承諾を得た場合に限る。） 

       ・ 受領期限は、令和７年９月10日午後５時まで必着 

・ 申請書及び資料等を郵送又は電子メールにより提出する場合の手続きについては、入札

説明書による。 

  イ 提出先 １の担当部局に同じ。 

   ウ 申請書、資料、裏付資料の詳細については、入札説明書による。 

 (2) (1)のほか、下記ウに掲げる書類を郵送により提出しなければならない。 

  ア 受付日時 

    令和７年９月10日午後５時まで必着 

  イ 提出先 １の担当部局に同じ。 

  ウ 提出書類 

   (ｱ) 建設工事入札参加資格審査請求申請書（特定建設工事共同企業体用）  ４部 

   (ｲ) 特定建設工事共同企業体協定書                                      ４部 

       （茨城県特定建設工事共同企業体入札参加資格審査要項様式第１号） 

   (ｳ) 配置予定技術者の資格者証の写し、監理技術者資格者証の写し、         

      監理技術者講習修了証の写し、雇用関係を証する書類                各２部 

   (ｴ) 代表構成員以外の全ての構成員が、茨城県建設工事等電子入札システム 

     の利用登録をした代表構成員の代表者又はその受任者宛てに入札・見積に 

     関する権限を委任した旨の委任状                   ２通 

   (ｵ) 返信用封筒                            １通 

   (ｶ) 担当者名刺（訂正等が必要な場合の連絡用）             １枚 

    （上記(ｱ)と(ｲ)については、審査後２部返送するので、必要な切手を貼付すること。） 

 (3) 競争参加資格の確認は、申請書の申請日現在で行い、その結果は、競争参加資格確認通知書に

より回答する。 

 

７ 入札手続等 

 (1)  入札書の受付日時 

    ア 電子入札システム 

    令和７年10月28日から令和７年10月30日（休日を除く。）必着 

    いずれも午前９時から午後５時まで 



   イ 郵送等（紙入札方式の場合。１の担当部局の承諾を得た場合に限る。） 

    受領期限は、令和７年10月30日午後５時まで（必着） 

    入札書を郵送又は電子メールにより提出する場合の手続きについては、入札説明書による。 

    ウ 提出先 １の担当部局に同じ。 

 (2) 競争入札執行（開札）の日時及び場所 

   ア 日時 令和７年10月31日（金）午前10時から 

   イ 場所 茨城県警察本部警務部装備施設課 

 (3) 予定価格 564,080,000円（消費税及び地方消費税を含む。） 

 (4)  入札保証金 

   免除する。 

 (5)  契約保証金 

    納付する。ただし、利付国債、利付茨城県債の提供又は金融機関等の保証をもって契約保証金

の納付に代えることができる。また、公共工事履行保証証券による保証を付し又は履行保証保険

契約の締結を行った場合は、契約保証金の納付を免除する。 

 (6) 最低制限価格 

   設定しない。 

 (7) 調査基準価格 

   設定する。 

 (8)  入札の無効 

   本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽の記載をした者のし

た入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

(9) 入札の執行の中断、延期、取りやめ等 

   やむを得ない事由により入札の続行が困難と認められる場合には、入札の執行を中断、延期又

は取りやめる場合がある。 

 (9) 落札者の決定方法 

  ア 落札者は、予定価格の制限の範囲内の価格で有効な入札をした者のうち、最低の価格の申込

者とする（イ及びエに該当する者を除く）。ただし、その者により当該契約の内容に適合した

履行がされないおそれがあると認めるとき、又はその者との契約を締結することが公正な取引

の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札者

とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、最低の価格をもって

入札した者を落札者とする（イ及びエに該当する者を除く。）。 

  イ あらかじめ最低制限価格を設定している場合は、最低制限価格を下回る価格をもって申込み

をした者については、落札者としない。   

  ウ あらかじめ調査基準価格を設定している場合、調査基準価格を下回る価格をもって申込みを

した者について、提出された調査表に基づき調査を行った結果、当該契約の内容に適合した履

行がされないおそれがあると認めるときは、アによらず、その者を落札者としない。 

  なお、調査の一環として、以下の要件を全て満たしていることを確認するものとし、いずれかで

も満たさない場合は、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがある者とし、落札者

としない。 

(ｱ) 直接工事費は、設計金額の90％（機械器具設置工事、電気工事、電気通信工事は75％） 

以上であること。（直接工事費には、工事目的物の施工に係る材料費、機器費を含む。） 

(ｲ) 共通仮設費（積上分＋率計上分）は、設計金額の80％以上であること。 

(ｳ) 現場管理費は、設計金額の80％以上であること。 

(ｴ) 一般管理費（契約保証費を含む。）は、設計金額の30％以上であること。 

 (10) 入札結果 

     入札結果は、落札者決定後直ちに全ての入札参加者に対し、電子入札システムにより通知する。



郵便又は電子メールにより入札した者には、電話又はファクシミリにより連絡する。 

 (11)  契約書の要否 

    要 

 

８ 議会の議決 

    この公告に係る契約は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第96条第１項に規定する議会の

議決を要する。 

  なお、この場合においては、落札者となった者は茨城県警察本部と仮契約を締結することとし、

仮契約の相手方が仮契約締結後県議会の議決までの間に競争参加資格の要件を満たさなくなった

とき又は県が茨城県建設工事等請負業者指名停止等措置要領に基づく指名停止措置要件に該当す

ると認めたとき若しくは指名停止措置を行ったときは、県は仮契約を解除することができる。こ

の場合、県は契約解除に伴う損害賠償の責めを一切負わない。 

 

９  その他 

 (1)  入札に際し、入札書に記載される入札金額に対応した工事費内訳書の提出を求める。 

 (2) この工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律第104号）に基づ

き、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務づけられた工事である。 

 (3) 競争参加資格確認申請書提出後、代表構成員以外の構成員を原因として、指名停止措置を受け

ることとなった共同企業体は、当該原因者構成員を他の者に替えて再結成し、その地位を承継す

ることができる。 

 (4) 関連情報を入手するための窓口は、１に同じ。 

 (5)  あらかじめ調査基準価格を設定しており、かつ３(5)カに掲げる建設工事の種類が、土木一式

工事（ＰＣ工事を含む。）、建築一式工事、鋼構造物工事（鋼橋上部工事を含む。）のいずれか

である場合において、調査基準価格を下回る価格で入札を行った者と契約を締結するときは、建

設工事請負契約書（茨城県建設工事執行規則（昭和43年茨城県規則第69号）様式第２号）の規

定に関わらず、現場代理人と主任（監理）技術者はこれを兼ねることができないものとする。さ

らに、茨城県警察本部発注工事において、当該業者が入札日から過去２年以内に竣工した工事、

又は入札時点で施工中の工事に関して、以下のいずれかに該当する場合には、当該工事に配置す

る主任（監理）技術者とは別に、同等の資格（施工経験を除く。）を満たす技術者を、専任で１

名現場に配置することとする。 

ア 65点未満の工事成績評定を通知された者。 

イ 発注者から施工中又は施工後において、建設工事請負契約書に基づいて修補又は損害賠償を

請求された者。ただし、軽微な手直し等は除く。 

ウ 品質管理、安全管理に関し、指名停止又は発注者、総括監督員等から書面により警告若しく

は注意の喚起を受けた者。 

エ 自らに起因して工期を大幅に遅延させた者。 

 (6)  詳細については、入札説明書による。 


